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1. 株式会社の状況に関する重要な事項 

 1) 事業の経過及びその成果 

暗号資産市場におきましては 2020年 10月に 110万円台から上昇し始めたビットコインの価格は 2021年

4 月には 650 万円台まで上昇、その後は 5 月に 320 万円台まで下落したのちに再び 560 万円台まで反発

するなど、値動きが激しく取引が活発となった期となりました 

一方、当社を巡る経営環境においては、日本市場にて改正金融商品取引法が 2020 年 5 月から施行され、

暗号資産デリバティブ取引が金融商品取引法の規制対象となったため、当社は「第一種金融商品取引業

者」として登録準備を推進しました。(注 1)また、2018年 6月に関東財務局より頂戴しておりました当社

への業務改善命令に対応した改善計画を当期も着実に実行し、経営管理態勢および内部管理態勢の改善

に全力で努めた結果、2021 年 6 月 22 日付で業務改善命令の報告義務が解除されました。 

(注 1) 当社は 2021 年 10 月 26 日に第一種金融商品取引業者としての登録を完了しました。 

しかしながら他方では、当社の暗号資産取引所事業は重大な試練に見舞われました。2020 年 11 月 13 日

にはアカウント・ドメインの登録情報が悪意のある第三者（以下、第三者）に変更されたことにより、

第三者が当社のシステム・インフラの一部に不正アクセスし、お客様の個人情報等にアクセスしうる事

態が生じた事案が発生しました。本件発覚後、当社は速やかに必要な再設定と復旧を行い、本事象によ

るお客様の資産に影響はございませんでした。また、アカウント・ドメインの制御を実施しお客様情報

の保全性と完全性を確認しております。 
 
さらに 2021 年 8 月 19 日には当社および QUOINE PTE LTD（以下 QPT 社）に於いて、不正アクセス

により暗号資産が流出、当社は自社資産において総額約 7.5 億円（8 月 19 日時点、1 ドル＝110 円換算、

以下同じ。）相当の被害を受けました。ただし当社のお客様からのお預かり資産は全額コールドウォレ

ットにて管理していたため被害はありませんでした。ハッキングへの対応としましては、悪用されたリ

カバリー鍵は完全に無効化、新規のリカバリー鍵を再作成、24 時間体制の監視体制を含めた厳重な管理

下に置きました。 
  
これらの事態を受け当社は、お客様および関係者の皆様にご不便、ご心配をおかけしましたことを深く

お詫び申し上げるとともに、役職員一同かかる事態の再発を防止しお客様に安心してお取引頂けるよう

引き続き全力で取り組んでいるところです。 
 
なお本件後、当社および QPT 社の親会社であるリキッドグループ株式会社は財務体質を強化すべく 8 月

中に直ちに海外で暗号資産取引所 FTX.COM を所有・運営する FTX Trading Ltd. より、約 132 億円（1 億

2,000万ドル）の資金調達を完了すると共にFTX社との今後の業務提携等を含めた協議を開始しました。

この資金調達を踏まえて当社は親会社からの約 9.9 億円の増資に関する手続きを 8 月 31 日に完了致しま

した。 
  
 これらの活動等の結果、当事業年度は営業利益 395,629 千円、経常利益 402,480 千円、当期純損失

408,842 千円となりました。 
                                                        



 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要 
取締役及び使用人それぞれの職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他

会社の業務の適正を確保するための体制(以下「内部統制システム」)についての決定内容及びその運用状

況の概要は以下のとおりです。 
 
１ 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（１）当社は、コンプライアンスを経営上の最重要課題と位置付け、当社の取締役及び使用人が法令及

び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するための行動規範として、コンプライアンス

規程その他の規程を制定する。 
（２）当社の内部監査室は、当社に対する内部監査を実施し、コンプライアンス・リスク管理部と連携

の上、コンプライアンスに関する業務改善に取り組む。 
 
２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 当社は、取締役会等の重要な会議の議事録のほか、各取締役が決裁した文書等、取締役の職務の執行

に係る情報は、文書管理規程に基づき、文書又は電磁的媒体に記録し、保存する。当社の取締役は、文

書管理規程に従い、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 
 
３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（１）当社は、利用者財産消失リスク、事務リスク、IT リスク等のリスクカテゴリーごとにその管理に

必要な社内規程を整備した上で、各リスクに関する責任部署を定め、当社のリスクを網羅的・統括的に

管理する。 
（２）当社は、システム障害時、不測の事態や危機の発生時に当社の事業の継続を図るため、インシデ

ント管理方針、事業継続計画その他の規程を策定し、当社の役員及び使用人に周知する。 
 
４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（１）当社は、経営計画を策定し、当該経営計画を具体化するため、毎事業年度ごとの当社の重点経営

目標及び予算配分等を定める。 
（２）当社は、取締役の職務権限と担当業務を明確にするため、取締役会規程、組織規程、業務分掌規

程を制定するほか、当社の規模等に応じ、必要な職務執行に関する規定の整備に努めるものとする。 
 
 
５ 当社並びに当社親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（１）当社は、親会社及び親会社グループ各社との取引について、取引条件の決定に関するガイドライ

ンを策定し、このガイドラインに従って取引条件を決定する。 
（２）当社は、定期的に親会社による内部監査を実施し、当社監査役と意見交換をする。 
 



６ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
 監査役より職務補助の要請があるときには、関係部門の使用人に監査役の職務を補助させるものとす

る。監査役の職務を補助するための人事異動・人事評価等については、あらかじめ監査役の同意を要す

るものとする。 
 
 
 
 
７ 当社の監査役への報告に関する体制 
当社の取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実につい

ては、発見次第、かかる対応を統括する部門に報告し、当該部門は、直ちに当社の監査役に対して報告

を行うこととする。 
 
８ 当社の監査役に報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制 
 当社は監査役へ報告を行った当社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社の取締役及び使用人に周知徹底する。 
 
９ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
監査役がその職務の執行について当社に対して前払の費用等の請求をしたときは、担当部署において審

議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、

速やかにこれに応じるものとする。 
 
１０ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（１）代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査役の環境整備の状況、

監査役の監査上の重要な課題等について意見交換を行う。 
（２）当社は、監査役が、独自に弁護士との顧問契約を締結し、又は必要に応じて専門の弁護士、公認

会計士の助言を受ける機会を保障する。 
 
上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況は、継続的にモニタリングを実施し、取締役会に報

告しています。当事業年度は取締役会を定例で合計 12 回、書面で 2 回開催し、業務運営状況の報告や議

案に関する審議を行いました。規程の見直しについては経営会議の運営強化を図るため経営会議規程を

改定、さらに業務運営状況の報告を取締役に的確に行うため取締役会規程の改定を行いました。また金

融機関のいわゆる「三線管理」について、第二線をコンプライアンス及びリスク管理を統合して運用す

るように体制をあらためました。また、2021 年 4 月にはマネーロンダリング対策要員、2021 年 8 月には

リスク管理マネージャーと、それぞれ経験豊富な人材の採用に成功、一層の強化に努めてまいりました。

加えて既述の業務改善命令解除後は、2021 年 8 月のハッキングの影響は否めないものの、第 1 種金商業

の登録作業も加速して準備を進めました。                                                          

 

3.重要な子会社の状況 



名称 出資比率 主な事業内容 

Quoine Vietnam Co. Ltd 100% 技術開発、顧客サポート 

  

4.会計監査人に関する事項 

1) 会計監査人の名称 
 ゼロス監査法人 
  
 
2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
  

  支払額 

報酬等の額 36 百万円 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 36 百万円 

  
当社と監査法人とは、会社法所定の会計監査人の欠格事由のないこと、公認会計士法上の著しい利害関

係その他の同法の業務制限に当たらないこと、及び日本公認会計士協会倫理規則に基づく独立性の保持

を確認し、監査契約を締結、契約書に添付の「監査約款」は本契約と一体を成すものとして、委嘱者と

受嘱者とにおいて効力を有するものとして職務の適正性が損なわれないようにするための措置を講じて

いる。 
  
以上 
 


